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要　旨

１．2020年に実施された第７次人口センサスでは、想定を上回るスピードで少子高齢
化が進んでいることが明らかになった。中国は2022年に人口減少社会に転じると
みられる。少子化が進む原因としては、①出産適齢女性人口の減少、②晩婚化や
出産意欲の低下といった結婚・出産を迎える世代の意識の変化、③新型コロナウ
イルスの感染拡大に伴う結婚や出産の延期、が挙げられる。

２．都市化や高学歴化によって、結婚・出産を迎える世代が子供を持つことに消極的
になり、少子化は一段と加速すると見込まれる。「一人っ子政策」廃止などの産児
制限の緩和の効果は一時的である。保育補助金の給付といった奨励策も、出産意
欲を刺激するほどのインパクトを持たない。

３．同一都市内の移動を除く「流動人口」は2020年に３億7,582万人と、４人に１人が
移動をしている。「流動人口」が省および都市の人口の増減に与える影響は格段に
大きくなった。2020年の人口を2010年比でみた人口の増減率と、2020年の人口か
ら2010年の人口を引いた増減幅というふたつの視点からみると、黒竜江省と広東
省は対照的な姿を示し、黒竜江省は、“未来の中国” を映し出す存在といえる。

４．黒竜江省の成長率は2013年から常に中国全体の成長率を下回り、さらなる減速が
見込まれる。中国全体でも成長減速が不可避となるが、若年人口の割合が高いため、
減速スピードは黒竜江省より緩やかなものとなる。

５．黒竜江省の都市職工基本年金保険基金の残高は2016年にマイナスとなった。中国
全体の同残高が減少に転じるのも時間の問題である。年金財政は急速に悪化し、
最終的に国家財政を圧迫する元凶となる。

６．人口減少が進んでいる地域ほど、住宅価格の低下が始まる時期が早く、低下幅も
大きい。中国の住宅市場は、人口減少によって住宅価格が低下する地方と、人口
増加によって住宅価格が底割れしない地方に二極化する。

７．これから本格化する人口減少は、３期目に突入した習近平政権にいくつかの深刻
な問題を提起する。同政権は2022年10月の第20回共産党大会で一強体制を確かな
ものにしたとされるが、問題はいずれも難易度が高く、その帰趨によっては中国
経済の失速を招来し、共産党は存在意義が問われる事態に陥る危険性がある。
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はじめに

2021年５月、中国の第７次人口普査（人口
センサス）の結果が発表され、予想を上回る
ペースで少子高齢化が進んでいることが明ら
かになった。中国国内でも、2022年に人口減
少社会に転じるとの見方がある。国連人口部
は、2022年７月に公表した「世界人口見通し
2022年 版 」（The 2022 Revision of World 

Population Prospects）において、中国の人口
は2021年の14.2億人をピークに減少し、2079

年には10億人を割り込むとした。中国は人口
減少社会に転じ、減少幅は年を追って広がる。
人口減少はどのくらいのペースで進むの
か。産児制限の緩和は機能するのか。そして、
人口減少は中国経済にどのような影響を与え
るのか。人口減少を取り上げたニュースは多
いが、これらの問題を論じているものは少な
い。人口減少の影響は今後徐々に表面化する
と考えられるが、実はいくつかの地域で既に
顕在化している。遼寧、吉林、黒竜江などの
東北部はその代表例である。本稿は、人口減
少社会への転換によって今後どのような問題
が起きるかについて、この人口減少地域に焦
点を当てて検証する。
まず、少子化が政府の予想を上回るペース
で進んでいることを明らかにしたうえで
（１．）、少子化の原因、対策の成果について
整理する（２．）。次に、人口流出に出生率の
低下が加わることで、人口が減少する地域が
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増える一方で、人口増加が沿海部の大都市に
集中する傾向が強まるという見通しを示す
（３．）。そして、人口減少地域では経済成長
が鈍化するだけでなく、年金財政の悪化や不
動産市場の低迷といった問題が表面化するこ
とを指摘する（４．）。人口減少は中国経済の
一段の減速を誘発し、共産党は存在意義が問
われる事態に陥る危険性がある。

１．10 年で変化した人口動態
中国の人口見通しはこの10年で大きく変化

した。出生率は2017年以降急速に低下し、国
連の「世界人口見通し」で示される中国の人
口は大幅に下方修正された。中国国内でも悲
観論が台頭している。

（1）歯止めがかからない人口減少 

中国国家統計局が2021年５月に発表した
「第７次人口普査」（第７次人口センサス、調
査は2020年実施）は、想定を上回るスピード
で少子高齢化が進んでいることを明らかに
し、内外に大きな衝撃を与えた。2020年の
香港、マカオ、台湾および外国人を除く31省・
市・自治区の人口は、14億1,212万人と、前
回センサス（第６次人口センサス）が行われ
た2010年の13億4,091万人から7,121万人増え
たものの、1,000人当たりの人口の増減を表
す自然増加率はわずか1.45‰（パーミル）と、
2010年の4.79‰から大幅に低下した。

自然増加率とは死亡率と出生率の差で、出
生率が死亡率を下回るとマイナスとなり、人
口が減少する。中国の自然増加率は2017年か
らの低下が顕著で、2021年の人口抽出調査に
よる自然増加率は0.34‰となり、低下に歯止
めがかからない状態である（図表１）。この
傾向はもはや変わらず、中国が人口減少社会
に転じるのは時間の問題とみられている。国
連は、2022年７月に公表した「世界人口見通
し2022年版」において、そのタイミングを
2022年とした。これは、10年前の「世界人口
見通し2012年版」で示されたタイミング（2031

年）より９年早い（後述図表３参照）。
中国は、厳格な行動規制により新型コロナ

（注） 人口センサスは、2010年と2020年の10年間隔で実施さ
れており、その間は人口の１％を対象にした抽出調査
が実施されている。

（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表１　中国の人口と自然増加率
（100万人） （‰）
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ウイルスの感染による死亡者が少なく、死亡
率そのものは安定していることから、自然増
加率の低下は出生率の低下によるものといえ
る（図表２）。出生率は2021年に7.5‰と、や
はり2017年からの低下が顕著である。2021年
の出生数は過去最低の1,062万人となり、
2016年の1,889万人のほぼ半分の水準となっ
た。この結果、出生数から死亡数を引いた
2021年の自然増加はわずか48万人と、前年の
204万人の４分の１となった。中国はやはり
2022年に人口減少社会に転じる可能性が高
い。
１人の女性が一生の間（15～ 49歳）に産

む子供の数を示す合計特殊出生率も低下して
いる。第７次人口センサスによれば、2020年

の合計特殊出生率は1.30と、前回センサスが
行われた2010年の1.64から低下し（注１）、
日本の1.33をも下回る。中国の一部の研究者
は先進国の経験を踏まえ合計特殊出生率の人
口置換水準（人口が増えも、減りもしない水
準）を2.02としているが（注２）、1992年以降、
それを下回る状況が続いている（注３）。
2021年の合計特殊出生率はコロナ禍の影響に
より1.30を下回り、1.10～ 1.20になるとされ
る（注４）。国連は、「世界人口見通し2022年
版」において、2021年の合計特殊出生率を1.16

と推定した。

（2）人口センサスの信憑性

人口センサスは、10年に一度、約700万人
の調査員を動員して実施する大がかりな調査
であるが、中国国内でもその信憑性に疑問が
投げかけられている。そのひとつは人口の増
減を左右する出生数にかかわるものである。
第７次人口センサスによれば、2020年時点で
０～ 14歳の年少人口は２億5,338万人である
が、国家統計局が統計公報などで毎年公表し
ている2006～ 2020年の出生数の合計は２億
3,889万人と、センサスより1,449万人少ない
（注５）。また、センサスによれば、2020年の
人口は前年比1,207万人増となり、2019年の
同367万人増に比べいかにも多いという指摘
もある（注６）。
日本の一部のメディアは、０～ 14歳の人
口の差を少子化対策の成果が出ているように

（注）自然増加率＝出生率－死亡率
（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表２　中国の出生率、死亡率、自然増加率
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みせるための政府による「かさ上げ」の可能
性を指摘する（注７）。しかし、国家統計局
は全国民を対象にした10年に一度のセンサス
をもとに、精度の低い人口抽出調査によって
導き出した前回センサス以降の毎年のデータ
を遡って修正する慣例があり、センサスと過
去の統計公報が一致しないのは珍しいことで
はない。
それぞれの差異はそれほど深刻なものでは

ないが、2020年の人口でさえ、2021年５月に
発表された人口センサスの速報値、速報値を
受け同年６月に発表された『2021中国統計年
鑑』、センサスの詳細を書籍化し、2022年４
月に出版された『2022中国人口普査年鑑』で
若干異なる（注８）。０～ 14歳の人口が統計
公報の14年分の足し上げと第７次センサスの
間で1,449万人も異なるのは、前者の精度が
低いためであろう。
本稿では常に見直しが行われているという

前提のもとで発表時点の新しいデータを用い
る。ただし、人口を省・市・自治区で比較す
る場合には、その詳細が記載されている
『中国人口普査年鑑』を用いる。中国の統計
には、地方政府のGDP統計など、明らかに信
憑性が疑われるデータがある（三浦［2013］、
梶谷［2018］）。また、国家統計局が所得格差
の度合いを示すジニ係数を公表しなくなるな
ど、都合の悪いデータを伏せる傾向もあり、
問題が多いことは確かである。しかし、中国
には、人口センサスに限らず、経済センサス

や農業センサスがあり、これらセンサスを受
け、毎年公表される年次統計が事後的に修正
されることはよくある。人口センサスは信憑
性が低いと切り捨てるのは乱暴な議論といえ
る。

（3）予想を上回る減少スピード

中国の人口減少が予想を上回るスピードで
進んでいることは、国連の「世界人口見通し」
のなかで示される中国の人口が大きく変化し
たことからもうかがえる。以下では、2010年
に実施された第６次人口センサスと、2020年
に実施された第７次人口センサスを反映し
た、国連の人口見通しの2012年版（UN2012）
と2022年版（UN2022）を比較することで、
人口減少が急ピッチで進んでいることを明ら
かにする。

UN2012の中位推計では、2050年、2075年、
2100年の中国の人口はそれぞれ13億8,498万
人、12億581万人、10億8,563万人とされた。
一方、UN2022の中位推計は12億1,263万人、
10億2,904万人、７億6,667万人とした。わず
か10年で、それぞれの時点で7,234万人、
１億7,678万人、３億1,896万人も減少すると
修正されたのである（図表３）。その減少率
はマイナス5.2％、同14.7％、同29.4％と、
日本の同4.2％、同8.4％、同12.8％と比較し
てもかなり高い。
これにより、世界の人口に占める中国の割
合も低下する。UN2012の中位推計では、
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中国は2050年に世界の人口の14.5％、2075年
に11.6％、2100年に10.0％を占めるとされた
が、UN2022の同推計ではそれぞれ13.5％、
9.9％、7.4％となった。UN2022で示された
インドの人口（中位推計）は2023年に中国を
追い抜いて世界最大となり、2050年に16億
7,049万人、2075年に16億7,604万人、2100年
に15億2,985万人となる。同国の人口は2063

年にピークを迎えるものの、世界人口に占め
る割合は2050年に17.2％、2075年に16.2％、
2100年に14.8％となり、中国との差は広がる
一方である（図表４）。
人口減少が加速する背景には、合計特殊出

生率が見直されたことがある。UN2012の中
位推計では、第６次人口センサスを踏まえ

2005～ 2010年の合計特殊出生率を1.63とし
たうえで、その後の合計特殊出生率は2020

～ 2025年に1.72、2040～ 2045年に1.80と徐々
に上昇し、2100年まで1.80を超える水準で推
移するとした。しかし、 UN2022の中位推計
では合計特殊出生率は2018年から急速に低下
し、2021年に1.16と、UN2012の下位推計を
下回る水準とし（図表５）（注９）、2100年ま
でかかっても1.50に届かないとした（図表６）。
国連の人口見通しの2019年版における2015

～ 2020年の合計特殊出生率は1.69とされてい
ることから、UN2022で示された人口推計は
2018年以降の合計特殊出生率の低下、なかで
も第７次人口センサスと2021年の人口抽出調
査を重視した結果と考えられる。2020年と

（注）中位推計、UN2012は2011年以降、UN2022は2022年以降が推計。
（資料）UN, World Population Prospects 2012,2022より日本総合研究所作成

図表３　10年間で変化した国連の中国人口推計
（100万人）
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（資料）UN, World Population Prospects 2022より日本総合研究所作成

（資料）UN, World Population Prospects 2012,2022より日本総合研究所作成

図表４　世界の人口に占める中国とインドの割合

図表５　UN2012の合計特殊出生率の推計値とUN2022の推定値
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2021年の合計特殊出生率の低下にコロナ禍が
影響したのは間違いない。しかし、合計特殊
出生率は2018年から低下を始めており、その
影響はそれほど大きくないとみることも出来
る。
その場合、ゼロコロナ政策の見直しによっ

て行動規制が緩和されたとしても、中国の人
口減少は加速する。下位推計に従うと仮定す
ると、合計特殊出生率は1.0を下回る水準が
続くことから、人口は2050年に12億1,568万
人、2075年に８億3,752万人、2100年に４億
8,793万人となる。これは、前出図表３で示
したUN2022の中位推計を大幅に下回り、
2050年に9,696万人、2075年に１億9,151万人、
2100年に２億7,875万人少なくなる。UN2012

の中位推計と比べると、2050年に１億6,930

万人、2075年に３億6,829万人、2100年に
５億9,770万人少なくなる。2018年以降の合
計特殊出生率の低下は、中国の長期人口見通
しに甚大な影響を与えた。

（4）国内でも悲観論が台頭

中国国内における従来の人口見通しはかな
り楽観的であった。政府のシンクタンクであ
る中国社会科学院の人口労働経済研究所は、
2019 年１月に発表した『人口与労働緑皮書：
中国人口与労働問題報告No.22』において、
中国の人口は2029年に14.4億人でピークとな
り、合計特殊出生率が1.6と低位で推移して
も、ピークはそれより２年早まる程度とし

（資料）UN, World Population Prospects 2022より日本総合研究所作成

図表６　UN2022で示された合計特殊出生率の推計値
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た（注10）。これはUN2022の中位推計で示さ
れたピーク（2021年）より６～８年遅い。一
見するとわずかな差のようにみえるが、長期
的にみればその影響は大きく、政府内に人口
減少に対する危機感が希薄であったことを示
唆する。
第７次人口センサスを受け、中国国内でも

楽観的な見方は後退し、悲観論が支配的に
なっている。公共政策の研究を専門とする非
営利団体である育娲人口研究が2021年末に公
表した「中国人口預測報告2021版」では、
2020年の合計特殊出生率が1.30に低下したこ
とを受け、①同率が1.6まで回復する上位推
計、②1.2で推移する中位推計、③1.0へとも
う一段低下する下位推計により、2100年まで

の人口を試算した（図表７）。
中位推計では、中国の人口は2050年に12億

6,445万人、2075年に９億5,581万人、2100年
に６億8,450万人となる。「中国人口預測報告
2021版」は2021年末に公表されており、2022

年７月に公表されたUN2022、および、同年
１月に公表された2021年の人口抽出調査
（注11）の影響を受けていないと考えられる。
それでも、各年の人口はUN2022の中位推計
よりそれぞれ4,819万人、7,323万人、8,217万
人少ない。これは第７次人口センサスで明ら
かになった合計特殊出生率の低下がその後の
人口推計に影響を与えたことを示す。
「中国人口預測報告2021版」で示された人
口推計には、出産適齢女性の人口減少も影響

（資料）現地報道資料より日本総合研究所作成

図表７　第７次人口センサス後の中国国内における人口推計
（100万人）
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を与えている。人口センサスで合計特殊出生
率を算出する際の対象となる15～ 49歳の女
性の人口をみると、2020年に３億2,229万人
と2010年の３億7,978万人から5,749万人減少
している。このうち20～ 29歳の人口は7,895

万人と１億1,358万人から3,630万人も減少し
た。合計特殊出生率の低下と出産適齢女性の
人口減少は中国の人口減少を加速させる二大
要因である。
女性の人口を年齢階層別にみると、30～

34歳、10～ 14歳、５～９歳、０～４歳の人
口は2020年の方が2010年より多いなど、全て
の年齢階層で人口が減っているわけではない
（図表８）。しかし、25～ 29歳、20～ 24歳、

15～ 19歳の2020年の女性人口は2010年より

かなり少なく、なかでも20～ 24歳は3,527万
人と2010年の6,340万人のほぼ半分の水準で
ある。中国の女性の初婚年齢は平均28歳、初
産年齢は平均29歳と（注12）、2009年当時の
日本とほとんど差がない（注13）。15～ 19歳
の女性が30～ 34歳になる今後15年間で合計
特殊出生率を大幅に引き上げることが出来な
ければ、中国は出産適齢女性人口の減少が全
体の人口減少に直結する事態に陥る。
（注１） 2010年の合計特殊出生率は、第６次人口センサスによ

り当初1.18とされたが、2017年に実施された全国出生
状況抽出調査で1.64に修正された。詳しくは、「2010
年六普与2020年七普的生育率孰高孰低？」2022年５
月３日 騰訊網.（https://new.qq.com/omn/20220503/ 
20220503A06TEZ00.html）

（注２） 「我国青年人口規模与結構有哪些変化？」2022年７
月22日 虎嗅網.（https://www.huxiu.com/article/619205. 
html）

（注３） 「人口学家原新：2021年浄増48万，如何看待中国人

（注）50歳以上の人口は省略した。
（資料）国家統計局［2012, 2022］より日本総合研究所作成

図表８　年齢階層別にみた中国の女性人口
（100万人）
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口之変局」2022年１月17日 捜狐網.（https://www.
sohu.com/a/517253347_114988）

（注４） 「2021年生育率或低于1.3，如何鼓励生育更有効？| 
新時代生育」2022年１月18日界面新聞.（https://www.
jiemian.com/article/7025052.html）

（注５） 「七普0-14歳人口与歴/暦年相加差千万？統計局：往
年抽様有漏報和推算偏差」2021年５月13日 界面新
聞.（https://www.jiemian.com/article/6084855.html）

（注６） 「普査少児人口与暦年数拠不一致？国家統計局回
応」2021年５月14日 騰訊網.（https://new.qq.com/
omn/20210514/20210514A04Z4W00.html）

（注７） 「中国国勢調査に疑念　14歳以下の人口、合計出
生数超す　国家統計局『調整していない』」2021年５
月12日 日本 経 済 新 聞 .（https://www.nikkei.com/
article/DGXZQOGM123E80S1A510C2000000/）

（注８） 例えば、2020年の中国の人口は、センサスの速報値で
は14億1,178万人とされたが、『2021年統計年鑑』で
は14億1,008万人、『2022中国人口普査年鑑』では14
億978万人である。

（注９） 国連は、過去の人口統計の数字は各国のデータをそ
のまま利用するのではなく、推定（estimate）によって独
自に算出する。一方、将来の人口統計については、推
計（projection）として見通しを示す。詳しくは、河邉宏
［1992］を参照。

（注10） 「《人口与労働緑皮書：中国人口与労働問題報告
No.19》発布」2019年１月４日 中国社会科学網.（ 
http://news.cssn.cn/zx/bwyc/201901/t20190104_ 
4806519.shtml）。なお、『人口与労働緑皮書：中国人
口与労働問題報告』は、毎年刊行されているが、2020
年のNo.20は雇用、2021年のNo.21は人的資本、2022
年のNo.22は都市化の問題をそれぞれ取り上げており、
人口の長期見通しは示していない。

（注11） 「2021年全国人口浄増長48万；三孩政策将逐歩顕
現！」2022年１月17日 財経網.（http://58cjw.cn/redian/ 
11627.html）

（注12） 「中国人平均初婚年齢28.67歳，妳拖後腿了嗎」
2022年６月25日 捜 狐 網 .（https://www.sohu.com/
a/560742121_120546417）、「我国35歳以上高齢初産
婦占比10%，専家建議育齢期婦女不要錯過 “黄金
線 ”」2020年８月10日 上 視 網 .（https://export.
shobserver.com/baijiahao/html/278129.html）

（注13） 日本の女性の初婚年齢は2009年で28.6歳、初産年齢
は29.7歳である。詳しくは、厚生労働省の「平成21年
（2009）人口動態統計（確定数）の概況」（https://
www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei09/
index.html）を参照のこと。

２．止められない少子化の加速
少子化の背景に何があるのか。その原因を
確認する。そして、中国の少子化対策が産児
制限の緩和から、出産を奨励する政策へと重
点を移したことを明らかにしたうえで、その
成果を検証し、人口がどのように推移するの
かを展望する。

（1）少子化の原因─都市化と高学歴化

少子化が進む原因については、中国でも
日本の経験などを踏まえ様々な議論が行われ
てきた。少子化は経済成長の鈍化や年金財政
の悪化など中国経済に深刻な影響を与えると
いう議論が高まる一方（陳・徐・唐・高［2021］）、
経済発展を遂げた多くの国に共通する不可避
な現象であり、抜本的な解決は難しいとする
見方もある。国家統計局は、2022年１月、出
生率低下の要因として、①出産適齢女性人口
の減少（前出図表８）、②晩婚化や出産意欲
の低下といった結婚・出産を迎える世代の意
識の変化、③新型コロナウイルスの感染拡大
に伴う結婚や出産の延期を挙げた（注14）。
このうち、政策によって是正が期待出来る
のは、晩婚化や出産意欲の低下といった若年
層の意識と、新型コロナウイルスの感染拡大
に伴う結婚や出産の延期のふたつである。後
者については、2022年10月に開催された第20

回共産党大会で厳格な行動規制を課すゼロコ
ロナ政策の堅持が明示されたものの、ゼロコ
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ロナ政策が機能しなくなったこと（注15）や
規制に対する抗議デモが相次いだことを受
け、政府は2022年12月に学校と医療機関を除
いて陰性証明を求めない、陽性者の自宅隔離
を容認する、行動追跡アプリの運用を終了す
るなど、規制を緩和する政策を打ち出した
（注16）。
習近平政権は、党大会で示した政策をわず

か１カ月で転換したことになる。これが今後
も維持されるのであれば、中国経済はもちろ
ん出生率の回復に寄与すると考えられる。政
府のシンクタンクである中国社会科学院は、
2022年12月に発表した『2023年中国経済形勢
分析与預測』において、2023年は行動規制の
緩和により個人消費が盛り返すことから、成
長率は5.1％に回復するという見通しを示し
た（注17）。政府も2023年の経済運営方針を
話し合う中央経済工作会議において強力な財
政・金融政策により経済の底上げを図るとし
た（注18）。
ただし、規制緩和によって経済が直線的に

回復し、出生率も上昇するとみるのは早計で
ある。中国のワクチンは旧世代の不活性化ワ
クチンであるため効果が低く、高齢者のワク
チン接種率も2022年11月末時点で60歳以上が
86％、80歳以上は65％とされるため（注19）、
新規感染者の増加に伴い医療崩壊が始まり、
死者数も急増する危険性がある。その場合、
規制はなくても自主的に行動を抑制すること
となり、新型コロナウイルスの感染拡大に伴

う出生率の低下はやはり中国特有の現象とい
うことになる。
晩婚化や出産意欲の低下といった若年層の
意識も容易には変わらないと考えられる。第
７次人口センサスによれば、2020年の結婚年
齢は男性が平均29.38歳、女性が同27.95歳と、
2010年からそれぞれ3.63歳と3.95歳後ずれし
た。晩婚化は35歳以上で第１子を産む「高齢
出産」につながりやすく、妊娠率の低下など
に起因する少子化を誘発する。日本では、
1990年代に入り、20歳代の出生率が大幅に下
がり、30歳代の出生率が上昇するという出生
率の山の移動がみられたが（内閣府［2015］）、
中国でも同じことが起こっている。
出産意欲の低下も顕著である。復旦大学な
どが2020年６月に実施した調査によれば、「理
想的な子供の数」は「２人」が最も多く、全
体の60.4％を占め、次いで「１人」が30.0％、
「０人」が7.1％と続き（図表９左）、平均は1.59

人であった（注20）。2013年の類似の調査で
は1.93人であったことから、わずか７年で0.34

人も減少したことになる。
2020年の合計特殊出生率1.30は、理想的な

子供の数の1.59人を下回る。これは、住宅価
格の高騰や教育支出の増大により、出産・育
児期にある世代が理想通りに子供を持つこと
が出来ない状況に置かれていることを示す。
世界の生活の質を調査するNUMBEOによれ
ば、中国の住宅所得倍率は2022年央で38.4倍
と、日本の10.5倍を大幅に上回り、住宅購入
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の負担は世界的にみても最も重い部類に入
る。また、育娲人口研究の「中国養育費報告
2022年」によれば、17歳までの平均的な養育
費は48.5万元、大学卒業までの同養育費は
62.7万元である（注21）。前者は都市の平均
可処分所得の4.0年分、後者は5.2年分に相当
し、やはり世界最高水準である。
復旦大学の調査からは、都市化と高学歴化

がライフスタイルや価値観の変化を促し、少
子化を誘発していることがわかる。理想的な
子供の数は都市の中心部に当たる「城市」で
1.53と農村の1.64を（図表９中）、また、大卒
が理想的とする子供の数は1.52と中卒の1.71

（図表９右）を下回る。なかでも、女性の意

識の変化が合計特殊出生率の低下に与える影
響は大きい。「子供を持つ予定はない」とす
る女性は13.0％と、男性の4.5％の2.8倍であ
る（図表10左）。また、農村よりも都市の女
性が、また、学歴の低い女性よりも学歴の高
い女性が子供を持つことに消極的である
（図表10央と右）。
高学歴化によるキャリア志向の強まりに伴
い、出産による長期の職場離脱がキャリア形
成のマイナスになると考える女性も増えた。
仮に彼女らがそれを覚悟して、出産に踏み切
るとしても、育児や家事を誰が担うかという
問題に直面する。中国は日本のような育児休
業制度がないため（注22）、子供は持ちたい

（注） 有効回答数は6,139。都市の「市轄区」は第２次・３次産業が集積した地域、「鎮」は第２次・第３次産業が主体となっている地域
で、「城市」より集積度の低い地域を意味する。

（資料）現地報道資料より日本総合研究所作成

図表９　「理想的な子供の数」に対するアンケート調査の結果（2020年）
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が出産・育児を仕事と両立することは難しく、
子供を持つことを断念する人が少なくない。
復旦大学の調査では、育児を含む家事の主

な担い手は誰かを聞いているが、最も多い回
答は「自分ないし配偶者の両親」が51.2％で、
「自分たち（夫婦）だけ」の33.0％を上回る。
経済協力開発機構（OECD）によれば、中国
の女性労働参加率は2019年に60.6％と、日本
の53.6％より高い。その一方、若年層（16～
24歳）の失業率は2022年７月に19.9％と過去
最高の水準に達した。経済成長の鈍化に伴う
雇用環境の悪化は合計特殊出生率を引き下げ
る方向に作用するはずである。
子育て世帯にとって親は最大の支援者であ

るが、子供を持つか否かを検討する人にとっ

て悩みの種でもある。親の介護を見越し、子
供を持たない選択をする人も少なくないから
である。1979年に「一人っ子政策」が導入さ
れて43年が経過した。これにより、中国では
「4-2-1」の血縁構造を持つ家庭が増えた。
4-2-1は夫婦の上に計４人の親が、下に１人
の子供がいることを示し、現役世代の介護負
担が大きいことを象徴する。４人の親の面倒
をみなければならないのに、果たして子供を
持つことが出来るだろうかと悩む人は多い。
中国では、そもそも結婚を望まない女性が
増えていることも問題視されている。育娲人
口研究の「中国婚姻家庭報告2022版」によれ
ば、人口1,000人当たりの結婚した人を表す
婚姻率は2020年に5.8‰と過去20年で最低と

（注）図表９に同じ。
（資料）現地報道資料より日本総合研究所作成

図表10　「子供を持つ予定はない」とする回答の男女別内訳（2020年）
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なった（図表11）これは、結婚適齢女性の人
口が減少したことの影響を受けていると思わ
れるが、結婚に対する女性の意識が変化して
いることも見逃せない。
共産党の下部組織である共産党青年団が

2021年に都市部の18～ 26歳の若者2,905人を
対象に行った調査によれば、「将来、結婚す
るか」という質問に「結婚しない」あるいは
「迷っている」と回答した女性は実に43.9％
に達し、男性の19.3％を大きく上回った
（注23）。結婚も出産もしない女性の幸福度は
それらを経験した女性よりも高いという欧州
の研究が紹介されて注目を集めるなど
（注24）、中国国内でも “「結婚し、子供を持
つことが幸せだ」という伝統的価値観は過去

のものになりつつある”、という指摘がある。

（2）少子化対策の変容─緩和から促進へ

習近平政権は想定を上回る少子化に危機感
を強め、2015年末に一人っ子政策の廃止によ
り子供を２人持つことを（注25）、そして、
2021年６月には３人まで認める政策を打ち出
した（注26）。一人っ子政策は１組の夫婦に
つき子供を１人に制限するもので、政府は一
人っ子世帯に毎月補助金を給付したり、親の
定年退職時に報奨金を与えたりする一方で
（注27）、政策に従わなかった世帯に「社会扶
養費」という実質的な罰金を科した（注28）。
「社会扶養費」は地方によって異なるが、北
京市の場合は年間の可処分所得の３～ 10倍
とされ、非常に重い（注29）。
持てる子供の数が増えたのに伴い、現在は
子供３人までは罰金の対象とならない。ただ
し、政策に反したことにより科された罰金が
なくなるわけではない（注30）。また、一人っ
子政策に従ってきた世帯に対する補助金や報
奨金も引き続き給付されている。2020年の合
計特殊出生率が1.30であることを踏まえれ
ば、３人の子供を持つことを許容する政策は
産児制限の撤廃を意味するが、政府は産児制
限を放棄したわけではない。一部のメディア
は、その背景に少数民族の人口を抑制したい
という思惑があると指摘する（注31）。
少子化対策は単なる産児制限の緩和から、
出産を奨励する政策へと重点を移している。（資料）現地報道資料より日本総合研究所作成

図表11　中国の婚姻率の推移
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これが体系化されたのが、2021年７月に共産
党と国務院（政府）が３人の子供を持つこと
を容認した「出産政策の最適化と長期的にバ
ランスの取れた人口開発の促進に関する決
定」（注32）（以下、「決定」とする）、および、
それを受けた８月の人口計画出産法の改正
（注33）である。「決定」では、高質量の経済
発展を支える人的資本と内需を維持するため
に出産政策の見直しが必要であるとしたうえ
で、出産に対する国民の多様なニーズに応え、
結婚、出産、育児、教育にかかわる問題を解
決するとされた。
「決定」では、少子化対策のスケジュール
と達成すべき目標も明示され、2025年までに
出産支援政策体系を確立し、出産、育児、教
育にかかわる費用を大幅に引き下げ、出生率
を引き上げる、そして、2035年までに人口の
長期的なバランスの取れた発展を促進するた
めの政策と規制を整え、人口構造の改善を図
るとした。少子化対策は13年を費やして取り
組むべき政策課題に位置付けられたのであ
る。
具体的な政策としては、①介護と出産・育

児の両立を可能にする「一老一小」の実現、
②産婦人科・小児科病院の増設といったリプ
ロダクティブ・ヘルス・サービスの向上、③
予算投入による幼稚園など保育サービス施設
の建設、④出産休暇の拡充および育児休暇制
度の導入、⑤公的医療保険を活用した出産費
用の負担軽減、⑥乳幼児の養育費を個人所得

税の控除の対象とする研究の着手、⑦子供の
数に応じた公営賃貸住宅の優先割り当て、⑧
就学前教育および義務教育の時間延長と、こ
れによる学習塾などの学校外教育への依存度
の引き下げ、⑨企業による出産・育児がしや
すい環境整備の奨励、⑩一人っ子が親の介護
をするための休暇制度の導入の検討、⑪宣伝
などの共産党の指導強化、などが挙げられた。
地方政府が最も素早く反応したのが出産休
暇の延長である。中央政府は出産休暇を98日
としているが、地方政府はそれぞれ60～ 90

日を上乗せし、北京市と上海市では158日、
広東省では178日の休暇が与えられることと
なった（注34）。浙江省では、第１子は158日、
第２子と第３子は188日とするなど、多子化
を促すための工夫が施された（注35）。また、
多くの地方政府が育児休暇制度を新設し、３
歳未満の子供を持つ夫婦がそれぞれ年５～
10日の休暇を取得出来るようにした。
「決定」は、2022年７月、国家衛生健康委
員会や国家発展改革委員会など17の部局が共
同で公布した「積極的な出産支援策のさらな
る改善と実施に関する指導的意見」（以下、「意
見」とする）によって補強された。「意見」
は「決定」と重複する部分が多いものの、結
婚、出産、育児、教育を総合的に捉え、財政、
税制、保険、教育、住宅などにおいて積極的
な支援策を採るとして、「決定」では触れな
かったいくつかの課題に取り組む方針を明ら
かにした。
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具体的には、①補助金による幼稚園など保
育サービス施設の運営費抑制、②条件を満た
したギグワーカーの都市職工医療保険
（注36）への加入促進、③失業者の都市農村
住民基本医療保険（注37）への加入促進、④
住宅購入費用を雇用主とともに積み立てる住
宅公積金による優遇融資、⑤経済的に恵まれ
ない家庭の就学前教育に対する補助金給付、
⑥放課後教育の拡充に対する資金支援強化、
⑦職場における性差別の調査と、その結果を
踏まえた就労環境の改善、などである。
また、「意見」では「決定」で示したいく

つかの課題について踏み込んだ対応をとるこ
とも明らかにした。例えば、「研究に着手」
としていた乳幼児の養育費に対する個人所得
税の控除制度を「実施する」に変更した。ま
た、指導部は地方政府に「毎年、党中央委員
会と国務院に地域の人口政策を報告しなけれ

ばならない」と報告義務を課していただけで
あったが、「出産支援策の重要性と緊急性を
深く理解し、その改善を加速する必要がある」
として、より主体的な取り組みを促した。

（3）少子化対策の成果検証

出生順序別の出生数については、政府が確
定値を出さないため、中国国内でもバラツキ
があるものの、2016年の第２子の出生数は前
年比33.0％増の1,015万人と、第１子より多い
ことから、2015年末の一人っ子政策の廃止は
一定の成果を上げたといえそうである
（図表12）。ただし、第２子の出生数は2014年
も増えている。これは2014年から始まった「単
独二子政策」によるものである。「単独二子
政策」とは、夫婦どちらかが一人っ子であれ
ば子供を２人持てるとする政策で（注38）、
2015年末の「全面二子政策」とは区別される。

（注）2021年は推計値、現地メディアが国家統計局と国家衛生健康員会資料をまとめたもの。
（資料）現地報道資料より日本総合研究所作成

図表12　出生人口の出生順序別内訳

年
第１子 第２子 第３子以上 合計

万人 ％ 万人 ％ 万人 ％ 万人 ％
2013 924 52.0 679 38.2 174 9.8 1,777 100.0 

2014 916 48.3 795 41.9 186 9.8 1,897 100.0 

2015 713 43.1 763 46.1 179 10.8 1,655 100.0 

2016 697 37.1 1,015 54.0 169 9.0 1,881 100.0 

2017 755 42.8 870 49.3 139 7.9 1,764 100.0 

2018 643 42.2 734 48.2 145 9.5 1,522 100.0 

2019 621 42.4 684 46.7 161 11.0 1,466 100.0 

2020 521 43.2 536 44.4 149 12.4 1,206 100.0 

2021 457 43.0 457 43.0 148 13.9 1,062 100.0 
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しかし、「全面二子政策」の効果は長続き
しなかった。2017年以降第２子の出生数は減
少し、出生数に占める割合も低下している。
UN2022によれば、図表12の期間中に合計特
殊出生率を算出する際の対象となる15～ 49

歳の女性人口が急速に減少した証拠はないた
め、「全面二子政策」の効果が消失したのは
明らかである。2017年以降の第２子の出生数
の減少幅は第１子より大きく、出生率低下の
原因のひとつになったと見なすことが出来
る。
国家衛生健康委員会が2019年の「全国人口

家庭動態監測調査」の結果として明らかにし
たところによれば、第２子を産まない理由と
して、①経済的負担が大きい（75.1％）、②
子供の面倒をみる人がいない（51.3％）、③
勤務先における出産休暇後の待遇低下
（34.3％）が挙げられた（複数回答）。「全面
二子政策」は効果がなかったわけではないも
のの、子供を持とうとする世代の不安に応え
るものとはいえず、第２子の出生数を断続的
に引き上げる効果はなかった。
国家衛生健康委員会はこの問題に対する認

識が甘く、「全面二子政策」が打ち出された
2016年時点では、人口は増勢傾向が強まり、
2030年にピークに達すると予測するなど
（注39）、その効果を楽観していた。このため、
中国は少子化対策を打ち出すタイミングが遅
れた。政府内には2011年時点で一人っ子政策
の廃止を主張する意見があったが（注40）、

その実現に４年の歳月を費やした。そして、
３人の子供を持つことを認める「決定」が出
されるまでに、それからまた５年半を要した。
「決定」の効果が発現するのは2022年以降
であるが、出生数に占める第３子の割合はそ
もそも１割強でしかないこと、また、前出
図表１および図表４でみたように出生率およ
び合計特殊出生率が低下傾向にあることか
ら、多くは期待出来そうにない。
その一方、「意見」は子供を持つ家庭への
現金給付という「実弾」を含むため、これま
でにはみられない変化が起きると期待する声
がある。実際、少子化対策に予算を投入する
都市が現れ始めた。四川省攀枝花市では、
2021年に多子世帯に３歳までの子供１人につ
き月500元の保育補助金を給付した結果、出
生数は前年比1.62％増となり、第２子は同
5.6％増、第３子は同168.4％増となったとす
る（注41）。同市は2021年に合計95万元の補
助金を給付したが、2022年にはこれを約10倍
の1,000万元に拡大するという。
また、河北省衡水市は、2022年11月、①不
妊治療に対する補助金の給付（上限１万元）、
②第２子の出産に対する補助金の給付（5,000

元）、③３歳未満の乳幼児の養育費を補う補
助金の給付（第１子は月300元、第２子は同
500元、第３子は同800～1,200元）といった
支援策を打ち出した（注42）。同市は、2020

年の人口が前年比6.3％減、2021年も同0.5％
減と２年連続で減少したことから、出産・育
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児に対する補助金給付により人口増加に転じ
ることを期待する。
しかし、次に指摘する点から、補助金給付

や出産休暇の延長は出産意欲を刺激するほど
のインパクトを持たず、少子化を止める決定
打にはならないとみられる。
第１は、補助金の金額や給付期間が限定的

で、不十分と捉えられている点である。四川
省攀枝花市の保育補助金は年間で6,000元と
なり、同市の2021年の都市の可処分所得４万
7,915元の12.5％に相当し、決して少ないとは
いえない。湖南省長沙市は、2022年10月、第
３子の保育補助金として１万元を給付すると
して注目を集めた。しかし、それは一時金で
あるため、実は３歳まで給付する四川省攀枝
花市の補助金よりも金額は少ない。ネット上
では長沙市の補助金は１年間の教育費に満た
ず、子供を持つことを決意させるには不十分
と評された（注43）。四川省攀枝花市の保育
補助金も同じ問題を抱える。
保育補助金が家計の負担軽減につながるの

は間違いない。しかし、大学卒業までかかる
教育費62.7万元をどのように工面するかとい
う不安に応えるものではないことも確かであ
る。「意見」は、結婚、出産、育児、教育を
総合的に捉えるとしたが、保育補助金の支給
は３歳までとするところが多く、それ以降の
教育費をカバーしていない（図表13）。教育
部は、2021年７月、学習塾の非営利化（注44）
によって学校外教育費用を抑えにかかった

が、同年の家計の教育支出（ただし、文化・
娯楽支出を含む）は前年比27.9％増と減るこ
とはなかった。
保育補助金は新しい少子化対策として注目
を集めているものの、改めてその財政規模を
みると、そもそも地方政府が少子化を本当に
深刻な問題と捉えているのかが疑わしい。攀
枝花市は補助金給付により成果を上げた成功
例として紹介されているが、95万元の補助金
は同市の財政支出の0.006％にすぎない。
2022年に予算を10倍に増やしたとしても、と
ても補助金給付に積極的とはいえない。
第２は、住宅購入に対する補助金を給付し
ている地方が少ない点である。浙江省嘉興市
は、２人の子供がいる世帯が新築住宅を購入
する場合、１平方メートル当たり300元（上
限５万元）を、３人の子供がいる世帯には
１平方メートル当たり500元（上限10万元）

（資料）現地報道資料より日本総合研究所作成

図表13　出産から大学卒業までの養育費の内訳

期間 支出（元） 合計（元） 構成比（％）
妊娠期間中費用 10,000 10,000 1.6 

分娩費用 15,000 15,000 2.4 

０～２歳 年平均21,559 64,677 10.3 

出産～２歳 ─ 89,677 14.3 

３～５歳 年平均33,559 100,677 16.1 

６～14歳 年平均24,072 216,648 34.5 

15～17歳 年平均26,072 78,216 12.5 

出産～17歳 ─ 574,895 91.7 

18～22歳 年平均35,500 52,323 8.3 

出産～22歳 ─ 627,218 100.0 
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の補助金を給付するとしている。しかし、住
宅面積を100平方メートルとして同市の2021

年の住宅の平均価格を求めると132万元とな
り（注45）、補助金が多子化の呼び水になる
金額とは到底考えられない。
中国の住宅価格は依然として高い。全国平

均でみた住宅販売価格は、銀行の不動産関連
融資の総量規制と不動産開発企業の債務削減
目標を明示する「三道紅線」によって（三浦
［2021］）、2021年 に 入 り 下 落 し た が
（図表14）、住宅ローンの負担を劇的に引き下
げる下落幅とはいえない。中国では、住宅を
購入する場合、一般的に100～ 200万元の頭
金を用意したうえで、毎月１～２万元をロー
ンの返済に充てる必要があるとされる。

習近平政権は、住宅価格を引き下げ、国民
の全てが豊かさを実感出来る共同富裕を掲げ
た（三浦［2022］）。これは少子化対策として
も効果を発揮すると考えられるが、政府は不
動産バブル崩壊に対する懸念から、住宅価格
の下支えや業績低迷が続く不動産開発企業の
救済に追われている。少子化を止めるか、不
動産バブルの崩壊を阻止するか。習近平政権
は二者択一を迫られ、経済の不安定化阻止と
いう観点から後者を優先しているのである。
保障性住宅と呼ばれる中低所得世帯向けの
公営賃貸住宅の整備も進んでいない。「意見」
では、多子世帯は保障性住宅への入居が優先
されることになっているものの、2021年に建
設された保障性住宅は94万戸と（注46）、一

（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表14　住宅の販売価格（全国平均）の推移
（元／平方メートル）
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般的な住宅647万戸の６分の１の規模である。
政府は、第14次五ヵ年計画中（2021～ 2025年）
に870万戸の保障性住宅を建設するとしてい
るが（注47）、計画は早くも躓いている。
中国では資産形成の手段として住宅を所有し
たいと考える人が多く、収益率の低い賃貸住
宅に資金が向かいにくい。
第３は、補助金給付の動きが広がりを欠い

ている点である。「意見」は、「出産支援策の
重要性と緊急性を深く理解し、その改善を加
速する必要がある」として、地方政府を叱咤
した。しかし、出産、育児、住宅購入に対す
る補助金給付の動きは、第１級行政レベルで
は北京市、広東省、江蘇省、第２級行政区 

にあたる地級市レベルでは湖南省長沙市、 

黒竜江省ハルビン市、吉林省松園市、陝西省
寧山市、浙江省温州市、甘粛省臨沢県、浙江
省嘉興市などにとどまり（注48）、広がりを
欠く。
この背景には、住宅価格の下落により土地
使用権譲渡収入が落ち込み、地方政府が財政
難に陥っていることがある。土地使用権譲渡
収入は、地方政府の歳入の４割を占める最大
の収入源であるが、不動産開発企業の業績悪
化によって、2022年１～ 10月の土地使用権
譲渡収入は４兆4,027億元と、前年同期比
25.9％減となった（図表15）。土地使用権譲
渡収入は今後さらに減少すると見込まれ、地
方政府は少子化対策に多額の予算を注ぎ込め
る状況にない。

（注）2022年は１～10月値。
（資料）財政部資料より日本総合研究所作成

図表15　土地使用権譲渡収入の推移と前年比伸び率
（億元） （％）

（年）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2008 10 12 14 16 18 20 22

▲50
▲25
0
25
50
75
100
125

前年比伸び率（右目盛）土地使用権譲渡収入（左目盛）



22  環太平洋ビジネス情報  RIM  2023  Vol.23  No.88

実際、UN2012で示された中位、上位、下
位推計のうち、2022年の中位推計に最も近い
のは下位推計であり（図表16）、下位推計は
決してレアケースというわけではない。その
場合、中国の人口は2065年に10億人を、そし
て2100年には５億人を割り込むことになる
（図表17）。
中国政府は、少子化に悩まされる日本や
韓国の政策を参考にしている。しかし、中国
の若年層（15～ 24歳）の2021年の失業率は
14.3％と、日本と韓国の4.6％と8.1％より高
く、中国の若年層が置かれた環境は厳しいと
いえる。中国では、結婚、出産、出世に関心
のない無気力な若者を意味する「横たわり」
が社会問題化しているように、多くの若者に
とって結婚、出産、育児は人生の希望ではな
く、不安である。少子化対策はいずれの国に
おいても機能しているとは言い難いが、中国
の場合、指導部が「横たわり」に象徴される
若年層の気持ちに寄り添う姿勢をみせていな
いことが（三浦［2022b］）、問題を悪化させ
ているようにみえる。
習近平政権は、今後も出産意欲を高めるた
めの対策を打ち出すとみられるが、出生率の
引き上げだけに焦点を当てた政策はかえって
子供を持ちたいと考える世代の反発を招く可
能性がある。経済学者の任沢平氏は、2022年
１月、SNS上で「毎年２兆元を増刷し、出産・
子育て支援に当てれば、10年間で5,000万人
の子供が生まれる」とする見解を披露したが、

少子化問題で積極的な発言を行う経済学者
の任沢平氏は、①保育補助金は３歳まででは
なく子供が成人するまで月1,000元を給付す
る、②第２子を持つ世帯の住宅ローンの金利
負担を半減し、第３子を持つ世帯は金利負担
を全額免除する、といった提案を行い注目さ
れたが（注49）、地方政府にはそれを実現す
る財源がない。
第４は、出産休暇の延長や育児休暇制度の

導入によって女性の雇用環境が悪化すると考
えられている点である。それらは、本来、出
産・育児と仕事の両立を実現させるためのも
のであるが、企業は長期の職場離脱が予想さ
れる出産適齢女性の雇用を抑制しかねないた
め、結果的に子供を産めない、あるいは、産
まないと考える女性が増えると懸念されてい
る（注50）。不当な女性差別とはなにか、差
別をどのように監視し、是正するかなど、政
府と企業のいずれにとっても未知の領域であ
る。

（4）見通し─下位推計に従う可能性

中国では、教育や住宅などの負担軽減は期
待出来そうになく、出産や育児に伴う長期の
職場離脱が女性のキャリア形成に悪影響を与
えるという不安も払拭されそうにない。その
一方、出産適齢女性の人口が減少するうえ、
婚姻率も一段の低下が見込まれることから、
人口はUN2022で示された中位推計よりも下
位推計に近い水準で推移する可能性がある。
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（資料）UN, World Population Prospects 2012, 2022より日本総合研究所作成

（資料）UN, World Population Prospects 2022より日本総合研究所作成

図表16　 国連の2012年の見通しにおける中国の人口動態3パターンと2022年の
中位見通し

図表17　国連の2022年の見通しにおける中国の人口動態
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ネット上では「４万元をもらうことで子供を
産むと思うのか」、あるいは、「さらなるイン
フレを誘発する」という批判が相次いだ
（注51）。
また、2022年10月には、江蘇省南京市に住

む新婚女性が「地元当局から１年以内の妊娠
を望んでおり、四半期ごとに電話をすると言
われた」というエピソードをSNSに上げ、話
題となった（注52）。女性は子供を産む機械
ではなく、産むか産まないか、あるいは、何
人産むのかという家庭内の問題に当局に介入
されたくないと考える人は多い。補助金を積
み増せば出生率が上がる、少子化対策に協力
するのは当然だ、といった高圧的な考え方は、
子供を持つ可能性のある世代の態度を硬化さ
せるだけである。

（注14） 「国家統計局局長就2021年国民経済運行情況答記
者問」2022年１月17日 国家統計局.（http://www.stats.
gov.cn/tjsj/sjjd/202201/t20220117_1826479.html）

（注15） 2022年11～ 12月に、過去最高の新規感染者を記録す
る地方が続出した。具体的には、北京市（11月29日）、
河北省（11月24日）、山西省（11月25日）、黒竜江省（11
月25日）、浙江省（12月12日）、広東省（12月５日）、重
慶市（12月５日）、四川省（11月22日）、雲南省（12月１日）
の９省・市。

（注16） 「関于進一歩優化落実新冠肺炎疫情防控措施的通
知」2022年12月７日 中国政府網.（http://www.gov.cn/
xinwen/2022-12/07/content_5730443.htm）

（注17） 「経済藍皮書：預計2023年中国経済増長5.1%左右」
2022年12月13日　新浪網.（https://news.sina.com.cn/
o/2022-12-13/doc-imxwpmmx6241566.shtml#/）

（注18） 「中央経済工作会議在北京挙行 習近平李克強李強
作重要講話 趙楽際王滬寧韓正蔡奇丁薛祥李希出
席会議」2022年12月16日 共産党員網.（https://
www.12371.cn/2022/12/16/ARTI1671193528795538.
shtml）

（注19） 「【“疫” 線心語】老年人接種疫苗刻不容緩」2022年
12月７日　捜狐網.（https://www.sohu.com/a/61456 
4604_349336）

（注20） 「理想家庭生幾個孩子？復旦大学這份調査発現，理

想子女数量又下降，平均意向為1.59」2022年11月22
日 文彙客戸端.（https://wenhui.whb.cn/third/baidu/ 
202011/22/381187.html）

（注21） 「養育一個孩子至大学畢業要62.7万元？任沢平発
布重磅報告」2022年10月６日 騰訊網.（https://new.
qq.com/rain/a/20221006A07MNC00）

（注22） 「中国（上海）の労働法」多田国際社会保険労務士
法人.（https://www.tk-sr.jp/business/asia_employment/
shanghai/index4_11.html、2022年11月11日アクセス）、
「中国における育児休暇の導入について」2022年１月
25日　TMI 総合法律事務所.（https://www.tmi.gr.jp/
uploads/2022/01/25/Childcare_Leave_of_China.pdf）

（注23） 「青年婚恋意願調査：面対婚姻，年軽人在憂慮什
麽？」2021年10月８日　光明網.（https://m.gmw.cn/ 
2021-10/08/content_1302631544.htm）

（注24） 「无子女、无伴侣，欧洲越来越多女性选择单身！未
婚且无子女的女性最幸福？」2022年８月28日 網易.
（https://www.163.com/dy/article/HFSRS7I305148 
KED.html）

（注25） 「全国人民代表大会常務委員会関于修改《中華人
民共和国人口与計劃生育法》的決定（主席令第
四十一号）」2015年12月28日 中国政府網.（http://
www.gov.cn/zhengce/2015-12/28/content_5029897.
htm）

（注26） 「中共中央 国務院関于優化生育政策促進人口長期
均衡発展的決定」2021年７月21日 中国政府網.（http://
www.gov.cn/xinwen/2021-07/20/content_5626190.
htm）

（注27） 「独生子女家庭 “有福了”，満足条件可享受３大補貼，
還有２個好政策」2021年10月５日 捜狐網.（https://
www.sohu.com/a/493621067_120487031）

（注28） 「独生子女罰款是指什麽」2022年１月５日 華律
網 .（https://lawyers.66law.cn/s2a085300e3f51_
i1093836.aspx）

（注29） 「各省生二胎罰款標准」2022年６月16日 華律
網.（https://www.66law.cn/laws/12141.aspx）

（注30） 「2022超生二胎不罰款,三胎罰款標准」2022年11月
１日 華律網.（https://www.66law.cn/laws/8111.aspx）

（注31） 「人口増加が必要な中国、産児制限を撤廃しない理
由は『新疆』か」2021年６月20日 CNN．（https://www.
cnn.co.jp/world/35172627.html）

（注32） 注26に同じ。
（注33） 「全国人民代表大会常務委員会関于修改《中華人

民共和国人口与計劃生育法》的決定」2021年８月20
日　中国政府網.（http://www.gov.cn/xinwen/2021-08/ 
20/content_5632426.htm）

（注34） 「2022全国婚仮、産仮、育児仮最新標准，11月１日正
式執行！」2022年10月27日 捜狐網.（https://www.sohu.
com/a/600203655_121123710）

（注35） 「浙江延長産仮：生一孩共可休158天 二孩、三孩各
188天」2022年11月25日 網易.（https://www.163.com/
money/article/GPLI2DA900259DLP.html）

（注36） 都市職工基本医療保険とは、国有企業の従業員が加
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入主体となっている出産費用もカバーする「高負担・
高保障」の公的医療保険。なお、中国の都市の社会
保険制度は、「職工」と称される国有企業の就業者を
中心に、①年金（養老）保険、②医療保険、③失業
保険、④労災保険、⑤出産（育生）保険、⑥住宅積
立金制度からなる「五険一金」と称されてきたが、
2017年６月から出産保険を医療保険に統合させる試み
が行われ、「四険一金」となっている。詳しくは、「国務
院弁公庁関于印発生育保険和職工基本医療保険合
併実施試点方案的通知」2017年２月４日 人力資源社
会保障部.（http://www.mohrss.gov.cn/SYrlzyhshbzb/
dongtaixinwen/shizhengyaowen/201702/t20170204_ 
265754.html）

（注37） 都市農村住民基本医療保険とは、職工医療保険の
対象外の人が対象となる出産費用もカバーする「低負
担・低保障」の公的医療保険。

（注38） 「中共中央　国務院印発 《関于調整完善生育政策
的意見》」2013年12月30日 中国政府網.（http://www.
gov.cn/gongbao/content/2014/content_2561278.htm）

（注39） 「衛計委：預計我国2030年総人口達14.5億左右峰
値」2016年１月12日 人民網.（http://scitech.people.
com.cn/n1/2016/0112/c1057-28042277.html）

（注40） 「蔡昉談人口政策：如何調整已有部署」2011年３月
21日 新 浪 財 経 網（http://finance.sina.com.cn/
economist/jingjiguancha/20110321/01149562675.
shtml）

（注41） 「生娃就給銭，二孩三孩毎月還有補助！陝西這個県
鼓励生育放大招」2022年11月18日 捜狐網.（https://
www.sohu.com/a/607309832_121264865）

（注42） 「陝西寧陝生育一孩補助2000元，四川攀枝花三孩
出生増長168.4%」2022年11月11日 捜狐網.（https://
baobao.sohu.com/a/604693859_491157）

（注43） 「正観視評：三孩一次性補貼１万，可以嫌少但更応
叫 好 」2022年10月14日　 騰 訊 網 .（https://new.
qq.com/rain/a/20221014A05UFL00）

（注44） 「中共中央弁公庁 国務院弁公庁印発《関于進一歩
減軽義務教育階段学生作業負担和校外培訓負担的
意見》」2021年７月24日 中国政府網.（http://www.
gov.cn/zhengce/2021-07/24/content_5627132.htm）

（注45） 2021年12月の嘉興市の住宅販売価格は、１平方メート
ル１万3,202元である。詳しくは、「2021年嘉興房価」
安 居 客 .（https://www.anjuke.com/fangjia/jx2021/、
2022年11月22日アクセス）

（注46） 「中華人民共和国2021年国民経済和社会発展統計
公報」2022年２月28日 中国政府網.（http://www.gov.
cn/xinwen/2022-02/28/content_5676015.htm）

（注47） 「国家衛住建部：“十四五” 期間 全国計劃籌集建設
保障性租賃住房870万套健委等十七部門：住房政策
向多子女家庭傾斜」2022年８月22日 捜狐網.（https://
www.sohu.com/a/578947392_121123809）

（注48） 「生娃給銭！多省市提出建立育児補貼制度」2022年
８月９日 新 浪 財 経 .（https://finance.sina.com.cn/
wm/2022-08-09/doc-imizmscv5526603.shtml）

（注49） 「梁建章髪/発布中国人口預測報告：2021年出生人
口可能降至1000万左右」2021年12月31日 騰訊
網.（https://new.qq.com/rain/a/20211231A0826D00）

（注50） 「延長生育仮加劇女性就業歧視？」2022年３月４日 
捜狐網.（https://www.sohu.com/a/527212799_220095）

（注51） 「別指望90、00後！任沢平建議央行多印２万億，用来
生孩子」2022年１月10日 騰訊網.（https://view.inews.
qq.com/k/20220110A0CRNX00）

（注52） 「中国当局、新婚女性に妊娠促す電話か　SNSでバ
ズるも投稿削除」2022年10月２日 ロイター .（https://
jp.reuters.com/article/china-women-idJPKBN2R 
N0F3）

３．�移動によって広がる人口増
減の差

これまで中国の少子化を中国全体の問題と
してみてきたが、少子化の進展度合いや人口
の増減は地域によってかなりのバラツキがあ
る。人口は自然増減だけでなく、流入数と流
出数の差である社会増減によっても左右され
る。以下では、まず人口移動の全容を把握し
たうえで、人口が減少する地域と増加する地
域の差が広がっていること、人口移動が少子
化対策に悪影響を与えること、人口の増減は
都市の雇用創出力によって左右されることを
明らかにする。

（1）人口移動─４人に１人が移動

中国では、黒竜江省など東北部で流出超過
により少子化が進み、人口減少が顕在化する
一方で、広東省など沿海部では流入超過によ
り少子化の進展が遅く、人口増加が続いてい
る。これを引き起こしている要因のひとつが、
就労目的で都市に流入する農村戸籍保有者、
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いわゆる「農民工」である。農民工は統計が
遡れる2008年の２億2,250万人からほぼ一貫
して増え続け（図表18）、2021年には２億9,251

万人となり、都市就業者４億6,773万人の６
割を占める。
彼らの移動は、戸籍登録地を離れるか否か

でふたつに分けられ、離れない人は「本地農
民工」、半年以上離れている人は「外出農民工」
とされる。「外出農民工」の割合は緩やかに
低下しているものの、2021年でも１億7,172

万人と、全体の58.7％を占める（図表19）。
この「外出農民工」がどこからどこに向かう
かによって１級行政区である省・市・自治区
およびその下の２級行政区である地級市の人
口は大きな影響を受ける。

「外出農民工」は、就労地への移動が省・市・
自治区の境界を跨ぐか否かによって、戸籍が
登録された省・市・自治区を出ない「省内流
動」（7,126万人）と、戸籍が登録された省・市・
自治区を離れる「跨省流動」（１億46万人）
に分けられる。「省内移動」は、同一省内の
移動であるため省・市・自治区の人口には影
響を与えないが、都市と農村それぞれの人口
に影響を与える。その一方、「跨省流動」は省・
市・自治区そのものの人口に影響を与える。
2021年の「外出農民工」に占める「跨省流動」
の割合は58.5％と、2008年比11.8％ポイント
上昇した（図表19）。
人口移動には農村から都市だけでなく、同
一農村内、農村間、同一都市内、都市間、そ

（資料）CEICより日本総合研究所作成 （資料）CEICより日本総合研究所作成

図表18　農民工の規模 図表19　「外出農民工」と「跨省流動」の割合
（100万人）

（年）

0

50

100

150

200

250

300

350

2008 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

（％）

（年）

45

50

55

60

65

2008 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

農民工に占める「外出農民工」の割合
「外出農民工」に占める「跨省流動」の割合



人口減少が示す中国経済の近未来

環太平洋ビジネス情報  RIM  2023  Vol.23  No.88  27

して、規模は小さいが都市から農村の移動も
ある。また、移動の主体には、農村戸籍保有
者だけでなく、都市戸籍保有者も加えなけれ
ばならない。こうした移動の全体像を捉えて
いるのが人口センサスである。人口センサス
は移動をより網羅的に把握するため、農村戸
籍か都市戸籍かに関係なく、戸籍登録地を半
年以上離れている人を「人戸分離人口」とし
てその数を把握する。
第７次人口センサスで明らかになった2020

年の「人戸分離人口」は４億9,276万人と、
全人口の35.0％を占める。「人戸分離人口」は、
戸籍登録地と就労地が同一省・市・自治区で
ある「省内移動」（３億6,793万人）と、両者
が異なる「省外移動」（１億2,484万人）に分
けられる（図表20）。抽出調査である農民工

調査とセンサスとは精度が異なるものの、両
者を重ねると、農民工の「省内流動」は2020

年に7,055万人と、センサスの「省内移動」
の19.2％を占めるにすぎず、「省内移動」の
主役は都市戸籍保有者であるといえる。一方、
農民工の「跨省流動」は9,904万人と「省外
移動」の98.6％を占め、「省外移動」のほと
んどは農村戸籍保有者ということになる。
センサスの「省内移動」は同一都市内の移
動を意味する「市内移動」と、それ以外の移
動に該当する「その他移動」に分けられる。
中国では、移動距離が短い「市内移動」を除
いた移動人口を「流動人口」とする
（図表20）。2020年の「流動人口」は３億7,582

万人である。これは同年の人口の26.6％に相
当し、４人に１人が「市内移動」以外の移動

（注） 「その他移動」は、農村から都市、都市間、都市から農村への移動を指す。海外在住の海外には、香港、マカオ、台湾を
含む。

（資料）国家統計局［2022］より日本総合研究所作成

図表20　戸籍と居住期間に応じた人口の分類と人戸分離人口の内訳（2020年）
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をしていることになる。前回センサスが実施
された2010年の「流動人口」は２億2,143万
人と人口の16.5％であったことから、「流動
人口」が省・市・自治区および都市の人口に
与える影響は格段に大きくなった。なお、
中国の「流動人口」は戸籍登録地を半年以上
離れている人が対象であり、通勤、通学、出
張、旅行などで住んでいない場所を一時的に
訪れる人口を意味する日本の「流動人口」と
異なる概念であることに留意されたい。
「流動人口」の規模は省によってかなりの
差がある。人口に占める「流動人口」の割合
（流動人口比率）とその規模をみると、広東
省が突出している（図表21）。同省の2020年
の流動人口比率は41.3％で、「流動人口」は

5,207万人と全体の13.9％を占める。これは、
生産者立地別にみた輸出に占める割合が2021

年に26.6％と、同省が中国最大の生産・輸出
集積地であることによるものである。流動人
口比率という点では、上海市（42.1％）、浙
江省（39.6％）、北京市（38.5％）も高い。規
模では、浙江省（2,556万人）、江蘇省（2,366

万人）が広東省に次ぐ。
「流動人口」に占める「省外移動」の割合（省
外流動人口比率）とその規模をみると、
図表21と似た状況にあり（図表22）、ここで
も広東省が48.9％、2,962万人と突出した存在
となっている。ただし、省外流動人口比率そ
のものは、広東省よりも上海市（69.2％）、
北京市（62.8％）、天津市（54.6％）、浙江省

（注）流動人口比率＝（流動人口／人口）×100
（資料）国家統計局［2022］より日本総合研究所作成

（注）省外流動人口比率＝（省外流動人口／流動人口）×100
（資料）国家統計局［2022］より日本総合研究所作成

図表21　流動人口比率と規模（2020年） 図表22　省外流動人口比率と規模（2020年）
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（53.8％）が高い。これは、広東省はその他
の地域に比べ人口が多く、必要な労働力を「省
内移動」で賄えるためである。一方、省外流
動人口の規模では、浙江省（1,619万人）、
上海市（1,048万人）、北京市（842万人）が
広東省に続く。

（2）未来を映し出す黒竜江省

「流動人口」の増加は、省・市・自治区お
よび都市の人口に大きな影響を与える。2020

年の人口を2010年比でみた人口の増減率と、
2020年の人口から2010年の人口を引いた増減
幅というふたつの視点からみると、広東省は
それぞれ17.6％増と1,928万人増となり、中国

の人口減少が顕在化しても、当面人口増加が
続く可能性が高いことがわかる（図表23）。
これと対照的なのが東北部の黒竜江省であ
る。同省の2020年の人口は2010年比16.2％減、
増減幅は658万人減と、人口減少社会に転じ
る “未来の中国” を映し出す存在といえる。
実際、中国全体の人口の増減率を基準に両
省の人口の推移をみると歴然とした差があ
る。広東省の人口増加率は2010年代に入り鈍
化しているとはいえ、常に中国全体を上回っ
ているのに対し、黒竜江省の増加率は常に
中国全体を下回り、2011年に早くもマイナス
に転じた（図表24）。同じ東北部に属す吉林省、
遼寧省も黒竜江省にやや遅れるかたちで、人

（注）円の大きさは2020年の人口の相対的規模を表す。
（資料）CEICより日本総合研究所作成

（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表23　 人口の増加率と増減幅からみた各省の
位置付け（2010／2020年）

図表24　広東省と黒竜江省の人口増加率
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口減少が進んでいる。
黒竜江省の人口減少が顕在化した理由とし

ては、石油や石炭などの重厚長大型の国有企
業への依存度が高く、就業機会が少ないこと
が挙げられる。改革開放政策による都市化の
進展を受け、中国の都市就業者は急速に増加
した。しかし、黒竜江省の都市就業者は2021

年に892万人と1995年からほとんど変化して
いない。これは同期間で1,138万人から5,473

万人に増加した広東省と対照的である
（図表25）。
黒竜江省の経済の停滞は合計特殊出生率の

低下を招来した。第７次人口センサスによれ
ば、同省の合計特殊出生率は0.76にすぎず、
中国全体の1.30の半分の水準である。同率が

１を下回るのは、黒竜江省のほかにも上海市
（0.74）、北京市（0.87）、吉林省（0.88）、遼寧 

省（0.92）などがあるが、上海市と北京市が
主に都市化や高学歴化による出産意欲の低下
によるものであるのに対し、黒竜江省、吉林
省、遼寧省の東北３省は都市就業人口の低迷
に象徴される雇用や所得に対する不安の高ま
りを反映したものと考えられる。広東省の合
計特殊出生率は1.36と全体を上回る。
出産適齢女性の人口が減少していることも
人口減少の一因である。2020年の黒竜江省の
15～ 49歳の女性人口は2010年比36.3％減の
720万人と、2010年から411万人も減少した。
これは全国の15.1％減を大幅に上回る減少率
である。黒竜江省では労働力の流出に伴う人

（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表25　広東省と黒竜江省の都市就業者とその伸び率
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口高齢化が出生率の低下を引き起こしてい
る。同省の出生率は急速に低下し、2021年に
は3.6‰と、やはり中国全体の7.5‰の半分以
下の水準である（図表26）。同様の傾向は、
吉林省と遼寧省でもみられ、「中国人口預測
報告2021版」は、2040年の東北部の人口は
2020年比138.9万人減となり、41.8万人増とな
る東部との人口格差が拡大するとした
（注53）。東部は、北京市、天津市、山東省、
江蘇省、上海市、浙江省、福建省、広東省、
海南省の９市・省から構成される地域である。

（3）�少子化対策が広がらないもうひとつの
理由 

人口流出に伴う経済の先細りは、いずれの

省・市・自治区にとっても不安材料である。
これまで黒竜江省に焦点を当ててきたが、こ
の問題はほかの省でも起こる可能性がある。
2020年の人口を2010年比の減少率でみると、
その危険性が高い地域としては、黒竜江省の
ほかにも、吉林省、内モンゴル自治区、遼寧
省、山西省、甘粛省がある（図表27）。山西
省と内モンゴル自治区は石炭産業への依存度
が高いこと（注54）、甘粛省は長慶油田を抱
えるものの、そのほかに目立った産業がなく、
経済発展から取り残されたことが影響してい
る。同省の2021年の１人当たりGDPは４万
1,046元と、中国全体の８万976元の約半分の
水準で、31省・市・自治区のなかで最も低い。
一方、 人口増加が顕著な省としては、 広東省 

（注）黒竜江省の2000年はN.A.
（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表26　広東省と黒竜江省の出生率
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以外にチベット自治区、浙江省、新疆ウイグ
ル自治区、海南省、寧夏回族自治区がある。
浙江省の人口増加は広東省と同様の文脈で捉
えることが出来るが、その他の省・自治区は
事情が異なる。新疆ウイグル自治区と寧夏回
族自治区は、少数民族に対する産児制限が緩
いこと（注55）、海南省は “中国のハワイ”
として観光産業が急速に発展したことが影響
している。
人口移動には流出だけでなく、流入もあり、

両者の差である純流出入が人口に影響を与え
る。少子化対策が一定の効果を発揮したとし
ても流出超過、つまり、純流出人口が増えれ
ばその効果は減殺される。純流出人口の増加
は出生率を低下させ、少子化対策を強化した

としても、人口減少は容易には止まらない。
黒竜江省は、既にこの悪循環に陥っているよ
うにみえる。これと対照的に、流入超過、つ
まり純流入人口が増えれば、少子化対策にか
かわらず、人口は増え続ける。就業機会を求
めて流入した人が出産・育児を行うためであ
る。広東省はその好例であろう。
純流出入人口の規模は就業機会の多寡を反
映しており、各省の今後の人口動態を読み解
く鍵となる。この問題を第７次人口センサス
で明らかにすると、黒竜江省には戸籍が同省
に登録されているが省外に住んでいる人（流
出人口）が2020年時点で393万人いる。その
一方、戸籍が他省に登録されているが黒竜江
省に住んでいる人（流入人口）は83万人であ

（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表27　 人口増加率が高い6省・自治区と減少率の高い6省・自治区 
（2010／2020年）
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る。その差である純流出人口は310万人とな
り、同省の人口の9.8％に相当する。他方、
広東省は流出人口が169万人、流入人口が
2,962万人で、純流入人口は2,793万人となる。
これは、同省の人口の22.1％に相当する。
純流出入人口が多く、省の人口に多大な影

響を及ぼす場合、省政府からみた少子化対策
は国とは異なる意味を持つ。黒竜江省の2020

年の出生数は12万人にすぎず、省政府からす
ると少子化対策に注力したとしても、人口流
出による人口減少を止めることは出来ない。
一方、広東省の出生数は130万人と多いもの
の、人口を左右するのはやはり少子化対策よ
りも人口流入である。少子化対策が広がりを
欠くのは地方政府の財政問題だけでなく、人

口に与える影響という点において人口流出入
の方が少子化対策よりも圧倒的に大きいこと
がある。

（4）鍵は都市人口の増加率 

「省外移動」は省・市・自治区の人口に大
きな影響を与える。センサスでは、31全ての
省・市・自治区について流出人口と流入人口
の双方がマトリックスで示され、純流出入人
口がわかる。2020年の純流出入人口が各省の
人口に占める割合をみると、黒竜江省より純
流出人口の規模が大きい地域として貴州省、
安徽省、河南省、広西壮族自治区、江西省、
甘粛省がある（図表28）。
一見すると、 これらの省 ・ 自治区は黒竜江省 

（注）純流出入人口＝［（人口流入）－（人口流出）］／人口で算出、2020年の流出入人口で並べたもの。
（資料）国家統計局［2022］より日本総合研究所作成

図表28　2020年時点の純流出入人口が各省の人口に占める割合
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より人口が減少する蓋然性が高いようにみ
える。しかし、人口の純流出が人口減少に
直結するのは人口増加の勢いが失われた省
に限られるため、これらの省・自治区が 

黒竜江省より深刻な状況にあるとはいえな
い。前出図表27でみたように、甘粛省を除く
貴州省、安徽省、河南省、広西壮族自治区、
江西省は人口が減少しているわけではない。
この問題をわかりやすく示すために、黒竜江、
貴州、広東の３省の人口増減を自然増減と社
会増減に分解してみる（図表29）。
人口増減をもたらす要因は省によってかな

り異なる。黒竜江省は、社会減に自然減が加
わることで人口減少が加速したのに対し、
貴州省は自然増が安定しているうえ、2010年

代に入り社会減から社会増に転じたため、人
口増加が続いた。広東省は、コロナ禍の影響
で社会増が減少したものの、自然増と社会増
が最も顕著な地域といえる。安徽省、河北省、
広西壮族自治区、江西省はいずれも貴州省と
同様に人口が増加しており、人口減少問題が
表面化するのはまだ少し先の話といえそうで
ある。
黒竜江省のように、人口減少問題が既に顕
在化している省には、農村の人口減少が顕著
であるだけでなく、都市の人口増加率も低い
という特徴がある。2020年の都市人口を2010

年比でみた伸び率を横軸に、農村人口の伸び
率を縦軸にとると、中国の省・市・自治区は
第Ⅱ象限を除く、３つの象限にプロット出来

（注）社会増減＝人口増減－自然増減
（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表29　黒竜江省、貴州省、広東省の人口増減の要因分解
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る（図表30）。農村人口の伸び率がマイナス
の省は多いが、都市人口の伸び率がマイナス
となっているのは黒竜江省だけである。ただ
し、吉林省と遼寧省が第Ⅲ象限に移行するの
は時間の問題であろう。
都市の人口が増えないことは、都市が農村

から流出する労働力の受け皿としての機能を
果たしていないことを意味する。都市人口の
伸び率は上海市と北京市も低いが、厳しい戸
籍制度により人口流入を抑制している両市と
東北部の都市が置かれた環境は全く異なる。
都市人口の減少を伴う人口減少は、都市の活
力が失われ、経済の地盤沈下が進んでいる証
左であり、人口減少から逃れることは極めて
難しいといえよう。都市人口の増加率をみる

と、吉林省と遼寧省だけでなく、天津市と内
モンゴル自治区も第Ⅲ象限へ移動する可能性
がある。

（注53） 「預計2040年中国人口約13.45億，城鎮化率将達
78.6％，上海都市圏城鎮人口年均増量最高」2022年
５月８日 網易.（https://www.163.com/dy/article/H6RO 
BN5Q0519QIKK.html）

（注54） 山西省と内モンゴルは、2021年の租炭（原煤）生産の
29.4％と25.3％を占める。

（注55） 新疆ウイグル族自治区については、熊倉［2022］による
と漢民族の政策的移住政策が効いているとされる。

４．�人口減少の経済的インパク
ト

黒竜江省の人口は2010年にピークを迎え
た。人口減少という点で同省は中国の約10年
先を行っており、経済にどのような影響が及

（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表30　2020年の都市と農村の人口増加率（2010年比）
（2020年の農村人口の増加率、2010年比、％）
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ぶかを知るうえで格好の教材となる。以下で
は、経済成長、年金財政、住宅市場にどのよ
うな影響が及ぶのかについて検討する。

（1）経済成長─人口減で成長鈍化

労働力は資本と並ぶ経済成長を支える重要
な物的要素のひとつであり、人口の減少、と
りわけ生産年齢人口の減少は経済成長に負の
影響を与える。生産年齢人口が減少していな
くても、人口に対する年少人口と高齢人口を
合わせた従属人口の比率（従属人口比率
（注56）） が上昇することでも経済成長は減速す
る。いわゆる人口オーナスである。中国の従
属人口比率は2010年の34.2％を底に上昇に転

じ、今後も上昇すると見込まれる（図表31左）。
黒竜江省は、2011年から人口が減少してい
るため、中国全体より早い段階で従属人口比
率が上昇に転じていたと想定される。しかし、
同率が上昇に転じたのは中国全体と同じ2010

年であり（図表31右）、同省が中国に先んじ
て人口オーナスに突入したわけではない。
中国全体の従属人口比率が黒竜江省よりも高
いのは、沿海部の大都市は人口流入を制限し
ているため高齢人口が多い一方、少数民族が
多い地域は年少人口が多いことが影響してい
ると思われる。
しかし、生産年齢人口そのものの変化に目
を向けると、黒竜江省が置かれた状況はやは

（注） 従属人口比率＝従属人口（０～14歳＋65歳以上）／生産年齢人口（15～64歳人口）×100。中国では定年は女性が55歳、男性が60
歳であるが、データの制約から生産年齢人口を65歳までとした。

（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表31　中国全体と黒竜江省の従属人口と従属人口比率
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りかなり厳しいことがわかる。図表31をみる
と、中国全体では従属人口が増えるとともに
従属人口比率が上昇しているのに対し、黒竜
江省は従属人口が横ばいで推移しているにも
かかわらず、従属人口比率が上昇している。
これは生産年齢人口が減少しているためであ
る。実際、2020年の同省の生産年齢人口は
2010年比23.1％減の2,349万人と、707万人も
減少した。
黒竜江省の実質GDP成長率は、人口が減少

に転じた2011年から２年遅い2013年から常に
中国全体の成長率を下回るようになった
（図表32）。2011～2021年の平均成長率は5.3％
と、人口減少前の2000～ 2010年の平均成長
率10.2％のほぼ半分の水準である。同期間の

中国全体の平均成長率はそれぞれ6.7％と
10.6％であった。黒竜江省という一地方と
中国という国の基礎的条件や生産要素の違い
を無視し、2011～ 2021年の平均成長率の差
を生産年齢人口の差によるものと見なすと、
黒竜江省は生産年齢人口の減少によって成長
率が1.4％ポイント低下したことになる。
中国全体としても生産年齢人口の減少に伴
い、成長減速が不可避となる。スタンダード・
アンド・プアーズは、中国の2022～ 2025年の
潜在成長率を4.9％、2026～ 2030年を4.1％、
2031～ 2040年を3.1％としているが、労働力
の投入量はそれぞれマイナス0.2％、同0.3％、
同0.8％と、マイナス幅が徐々に広がり、成長
の下押し要因になるとみている（Kuijs［2022］）。

（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表32　黒竜江省と中国全体の実質GDP成長率
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生産年齢人口の年齢階層別構成をみると、
黒竜江省が45～ 49歳、50～ 54歳、55～ 59

歳の割合が高い単峰型であるのに対し、中国
全体は30～ 34歳と50～ 54歳のふたつの階層
の割合が高い双峰型であるため（図表33）、
影響の現れ方や影響が顕在化する時期は異な
る。黒竜江省の場合、生産年齢人口が多い55

～ 59歳、50～ 54歳、45～ 49歳という３つ
の階層が退職する今後15年間で生産年齢人口
が急速に減少するため、成長減速が短期間で
顕在化する。
その一方、中国全体では生産年齢人口は30

～ 34歳の割合が高いうえ、０～４歳、５～
９歳、10～ 14歳の割合も高いことから、
黒竜江省のような急激な減速は起こらないと

考えられる。しかし、30～ 34歳が退職する
までの今後30年の間に、少子化を止めること
が出来なければ、生産年齢人口の減少が成長
減速に直結する黒竜江省の経験を再現するこ
とになろう。
中国の経済規模は2030年前後にアメリカを
抜き世界一になると見込まれる。しかし、人
口減少により、経済規模の拡大は停滞し、
2060年前後に再び世界第二位に陥落するとの
見方がある（猿山・田原［2019］）。UN2022の
中位推計で示される2060年の人口は12億502

万人、「中国人口預測報告2021版」では11億
4,459万人と、2021年の14億1,260万人より２億
人以上少ない。中国経済が人口減少により世
界第一位から陥落する可能性は十分にある。

（資料） 国家統計局［2022］および「黒竜江省統計年鑑2021年」（黒竜江省統計局）より日本総合研究所作
成

図表33　黒竜江省と中国全体の年齢別人口の構成比（2020年）
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（2）年金問題─財源不足が表面化

少子化は必然的に人口高齢化につながるた
め、高齢者の生活をどのように保障していく
かという問題も重要な政策課題となる。国家
衛生健康委員会は、2022年８月、党機関誌『求
是』に「新時代の人口に関する新たな一章を
記す」という論文を掲載し、第14次五ヵ年計
画中（2021～ 2025年）に人口減少に転じる
という見通しを示したうえで、高齢化の進展
により、2035年に60歳以上の人口が３割超に
達する一方で、核家族化により家庭の介護お
よび育児の機能が弱まるとした（注57）。
中国の人口高齢化の特徴のひとつは、なん

といってもそのスピードが速い点にある。

UN2022の中位推計から人口全体に占める60

歳以上の人口の割合がどのように推移するか
をみると、日本は1966年にその割合が10％に
達し、20％を超えるまでに28年、そこから
30％を超えるまでに15年、さらに40％を超え
るまでに24年かかると想定される（図表34）。
中国は、2000年に10％に達し、20％を超える
までに24年と、日本とそれほど変わらないが、
30％を超えるまでの期間は11年、そして、
40％を超えるまでの期間は17年と、いずれも
日本より短いと想定されている。この背景に
一人っ子政策があるのはいうまでもない。
人口に占める60歳以上の割合は上昇するも
のの、60歳以上の高齢人口そのものは2055 

年頃にピークを迎え、その後減少に転じ 

（注）中位推計。
（資料）UN,World Population Prospects 2022より日本総合研究所作成

図表34　日本と中国において60歳以上が人口に占める割合
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る（図表35）（注58）。これは、年金財政の持
続性という点からは朗報であるようにみえる
が、高齢者を支える現役世代の人口がそれ以
上に減少するため、年金財政がひっ迫の度合
いを増すのは確実である。15～ 59歳の生産
年齢人口に対する60歳以上の人口の比率であ
る高齢者扶養率は2080年頃まで上昇を続け
る。
年金財政の悪化は、生産年齢人口の流出と

合計特殊出生率の低下により少子高齢化が進
む黒竜江省では既に顕在化している。中国の
公的年金保険のひとつである「職工」と呼ば
れる国有企業や大規模民営企業の就業者を対
象とする都市職工基本年金保険をみると、 
黒竜江省の同年金保険基金の積立金は減少

し、2016年にはついに残高がマイナスとなっ
た（図表36）。足りない資金は黒竜江省の財
政から補填されていると思われる。同省の
2020年の社会保障関係支出は1,351億元と財
政支出の24.8％を占める最大の支出項目と
なっている。
中国の都市職工基本年金保険は賦課方式と
個人積立方式を合わせた設計で運営されてお
り、財政資金の投入を背景に「高負担・高給
付」を特徴とする。このため、高齢者扶養率
が上昇すると年金財政は必然的にひっ迫す
る。その一方、広東省は生産年齢人口が増え
ているため、基金の残高は今後も増えると見
込まれる。中国全体の基金の残高は、遼寧省
など黒竜江省の後に続く地域が現れることか

（注）中位推計。
（資料）UN,World Population Prospects 2022より日本総合研究所作成

図表35　中国の60歳以上の人口と高齢者扶養率
（100万人） （％）

（年）

0

20

40

60

80

100

120

140

0

100

200

300

400

500

600

1990 2000 10 20 30 40 50 60 70 80 90 2100

60歳以上の人口（左目盛） 高齢者扶養率（右目盛）



人口減少が示す中国経済の近未来

環太平洋ビジネス情報  RIM  2023  Vol.23  No.88  41

ら、今後減少に転じる可能性が高い。黒竜江
省の都市職工基本年金保険基金の残高のピー
クは人口減少前の2010年であった。この経験
を当てはめれば、中国全体の基金の残高が減
少に転じるのは時間の問題といえる。
なお、中国には私営企業の就業者や非就業

者を対象にする都市農村住民基本年金保険と
いうもうひとつの公的年金保険がある。こち
らは、財政資金が投入されているとはいえ、
個人積立方式で運営されていることから、基
金の残高は順調に積み上がっており、マイナ
スになる心配はない。ただし、都市農村住民
基本年金保険は2019年の年間給付額が平均
1,943元と、都市職工基本年金保険基金の20

分の１にすぎず、そもそも高齢者の生活を保

障する役割を十分に果たしていないという問
題を抱えている（三浦［2022a］）。
年金財政の持続可能性を表す指標のひとつ
として、１人の受給者を何人の現役世代で支
えているかという年金扶養比率が引用される
ことが多い。都市職工基本年金保険基金の
2021年の年金扶養比率は3.7人と、1995年の5.6

人から大幅に低下した（図表37）。日本の厚
生年金の2020年の同扶養率は2.4人であるた
め（注59）、中国が置かれた状況は日本ほど
厳しいようにはみえないが、次に指摘する点
から、年金財政は急速に悪化し、日本と同等、
あるいはそれ以上に国家財政を圧迫するとみ
るのが妥当である。
第１は、地方の年金財政の均衡を維持する

（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表36　都市職工基本年金保険基金の累計残高
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ための改革が手付かずである点である。政府
は2022年８月に開催された全国人民代表大会
常務委員会で発表した「高齢化対策の強化と
促進に関する報告」（注60）において、省レ
ベルで管理されている年金制度を統一し、中
央政府がその調整を行う「中央調整システム」
を確立するとした。
これは地域によって異なる年金支出急拡大

のリスクをプールすることで年金財政全体の
健全性を保つことに寄与するはずであるが、
同システムの確立は実は４年前に打ち出され
ており（注61）、実行を伴わない政策群のひ
とつに加わっている。「中央調整システム」
は年金基金が順調に積み上がっている地域に
よる救済という側面があり、そうした地域の

給付額の抑制につながりかねないため、調整
が難しく、習近平政権といえども簡単に進め
ることは出来ない。
第２は、支出を抑制する試みが十分とはい
えない点である。そのひとつは定年の延長で
ある。政府は、江蘇省を試験地域に指定し、
2022年３月から定年退職年齢の延長による都
市職工基本年金保険の受給年齢の引き上げを
行うとした（注62）。しかし、延長期間は最
短１年で、かつ、延長は一律ではなくあくま
で本人の自由意志に基づき、会社が同意した
場合に限られるなど、対象範囲が限定される
ことから、どこまで普及するかが疑問視され
ている。中国では、新たな人生のスタートと
して定年退職を楽しみにしている年金加入者

（注）年金扶養比率＝保険金負担者／年金受給者
（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表37　都市職工基本年金保険の扶養比率
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が多い。過去に実施された世論調査をみても、
定年延長に対する反対が６～９割に達してお
り、前途多難といえる（注63）。
第３は、年金財政のひっ迫が確実視される

なかにあっても、給付水準が引き上げられて
いる点である。支出を抑制するためには定年
の延長だけでなく、給付水準の引き下げが不
可欠である。ところが、中国では給付水準が
引き下げられた形跡がほとんどない。都市職
工基本年金保険基金の支出を年金受給者で除
した１人当たりの平均給付額は、2021年に年
４万2,929元である。都市の可処分所得との
対比でみた所得代替率は90％を上回る水準で
推移している（図表38）。
黒竜江省は所得代替率が高く、代替率の上

昇も顕著である。前者は国有企業が多いこと、
後者は現役世代の賃金が伸び悩んでいること
を反映している。年金基金の残高がマイナス
であるにもかかわらず、これらの問題が放置
されていることは、中国における年金改革が
いかに難しいかを示唆している。国有企業の
退職者を省財政で面倒をみるという構図は明
らかに公平性を欠くが、ここにメスを入れる
改革は公有制を主体とする共産党の統治体制
を揺るがしかねない。
この問題は都市職工基本年金保険基金全体

にもあてはまる。同基金には、2021年に2010

年比７倍の１兆2,763億元の補助金が投入さ
れている。これは同基金の保険料収入の
28.9％に相当し、 同保険は補助金なしでは維持

出来ない状態にある。給付水準の引き下げは、
黒竜江省だけでなく、中国全体の問題として
議論する必要があるが、定年延長以上の反発
が起こるのは必至である。
政府のシンクタンクである中国社会科学院
の世界社保研究センターは、都市職工基本年
金保険基金は2035年に残高がマイナスに転じ
るとした（注64）。前出の図表36をみると、
残高がマイナスになるまでの期間は非常に短
い。しかも、これは2019年時点の推計であり、
第７次人口センサスを踏まえればマイナスに
転じる時期は間違いなく早まる。2020年の
中国の政府債務残高はGDP比93.1％と際立っ
て高いとはいえないが（IMF［2022］）、都市

（注）所得代替率＝年間年金受給額／年間都市可処分所得
（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表38　 広東省と黒竜江省の都市職工基本年金
の所得代替率
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職工基本年金保険は確実にその増加を招来
し、国家財政を侵食する元凶となる。

（3）住宅市場─二極化が一段と加速

人口減少は住宅需要を減退させるため、当
然のことながら住宅価格は低下する。しかし、
黒竜江省は2011年から人口が減少しているに
もかかわらず、2019年まで価格上昇が続いた。
この背景には、値上がり益を狙う投資家が住
宅価格を抑制する規制を回避するため、沿海
大都市以外の地域に流れたことがある。中国
の住宅価格は、住むための実需ではなく、投
機によって底上げされてきた（三浦［2021］）。
この構図は、銀行の不動産関連融資の総量規
制と不動産開発企業の債務削減目標を明示す
る「三道紅線」によって崩れ、前出図表14で
みたように、住宅価格は低下し始めた。
価格低下が始まった時期は人口減少が進ん

でいる地域ほど早く、低下幅も大きいといえ
そうである。黒竜江省の住宅価格を年ベース
でみると、コロナ禍が始まった2020年に前年
比4.3％減となり、2021年は同10.9％減と、31

省・市・自治区のなかで最も価格低下の時期
が早く、低下幅も大きい（図表39）。広東省
はそれぞれ8.6％増、7.3％増であり、ここで
も両者は対照的といえる。2005年に平方メー
トル当たり1,395元にすぎなかった両者の住
宅価格の差は、2021年には１万211元に拡大
した。
ただし、31省・市・自治区の人口と住宅価

格をみても両者の間に明確な相関は見出せな
い。これは対象を293の地級市に広げても同
じである。この背景には、バブル崩壊を懸念
する政府の住宅価格下支え策がある（三浦
［2021］）。政府は値下げ制限を設定するなど、
住宅価格は官製相場の色合いを強めている。
しかし、人口減少は長い時間をかけて住宅価
格の下押し圧力として作用し続けることか
ら、長期的にみれば人口減少により住宅価格
が低下する地域が増えると見込まれる。

2022年１月、黒竜江省の鶴岡市が財政破た
んした。同市は資源の枯渇に伴い主力の石炭
産業が衰退し、2020年の人口は89万人と2010

年の106万人から18万人減少し、中国のなか
で最も住宅が安い都市と評された。鶴岡市が
特殊な事例というわけではない。地級市の
2020年の人口を2010年との対比でみると、
データが有効な290の都市のうち人口が減少
したのは全体の45.9％に相当する133にも及
ぶ。このうち、鶴岡市の減少率15.8％を上回
る都市が25もある。
人口が減っている都市はやはり東北部に多
い。黒竜江省は12ある地級市の全てで人口が
減っており、吉林省は８都市のうち７都市で、
遼寧省は14都市のうち12都市でそれぞれ人口
が減っている。これらの都市は、今後、人口
減少が加速するのに伴い住宅価格が低下し、
それが新たな人口流出を招来する悪循環に陥
る可能性が高い。その一方、広東省では人口
流入によって住宅価格が維持され、それが新
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たな人口流入を誘発するとみられる。
中国では人口減少によって経済が落ち込む

地方と、人口増加によって経済が好調を維持
する地方とに分かれつつあるが、中国全体の
人口が減少に向かうなかでこの二極化の動き
は一段と加速するはずである。実際、バブル
崩壊の危険性が意識されるなかにあっても、
広東省広州市や深圳市の新築住宅価格は値崩
れを起こすことなく、底堅く推移している。

（注56） 従属人口比率は（年少人口＋高齢人口）／生産年齢
人口の比率を示し、現役世代の社会的・経済的負担
の多寡を示す。

（注57） 「譜写新時代人口工作新篇章」2022年８月１日 求是
網 .（http://www.qstheory.cn/dukan/qs/2022-08/01/
c_1128878530.htm）

（注58） 世界保健機構（WHO）は「生産年齢人口＝15～ 64歳、
高齢人口＝65歳以上」と定義するが、ここでは中国に
おける定年退職年齢（男性60歳、女性55歳）を考慮し、

60歳以上を高齢者とした。
（注59） 「公的年金制度一覧」厚生労働省.（https://www.

mhlw.go.jp/content/12500000/000925920.pdf、2022年
12月２日アクセス）

（注60） 「国務院関于加強和推進老齢工作進展情況的報告 
─2022年８月30日在第十三届全国人民代表大会常
務委員会第三十六次会議上」2022年８月31日　国家
衛生健康委員会.（http://www.npc.gov.cn/npc/c30834
/202208/889a7e67a7794176b3a718f972447cac.shtml）

（注61） 「国務院関于建立企業職工 基本養老保険基金中
央調剤制度的通知」2018年６月13日中国政府網.
（http://www.gov.cn/zhengce/content/2018-06/13/
content_5298277.htm）

（注62） 「《江蘇省企業職工基本養老保険実施弁法》３月１
日起実施」2022年２月21日 捜狐網.（https://www.
sohu.com/a/524350621_362042）

（注63） 「零点捜狐聯合民調：近９成網民明確反対延遅退
休」2015年12月28日　捜狐網.（http://news.sohu.
com/20151228/n432740689.shtml）

（注64）  「尚智逢源：養老金2035年将耗尽？人社部的権威解
釈来了！」2019年７月22日 網易.（https://www.163.
com/dy/article/EKMQ5T9F053814UU.html）

（資料）CEICより日本総合研究所作成

図表39　広東省と黒竜江省の都市部人口と住宅価格
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おわりに

これから本格化する人口減少は、３期目に
突入した習近平政権にいくつかの深刻な問題
を提起する。同政権は2022年10月の第20回共
産党大会で一強体制を確かなものにしたとさ
れるが、それらの問題は次に指摘するように
いずれも難易度が高く、その帰趨によっては
中国経済の失速を招来し、党は存在意義が問
われる事態に陥る可能性がある。
第１は、地域間格差の拡大である。地域間

格差の是正は共産党および政府に課せられた
重要な政策課題のひとつである。政府は地域
間格差是正のため、これまで「西部大開発」、
「東北振興」、「中部崛起」といった大規模開
発計画を打ち出してきたが、かつて７～
15％あったインフラ投資の内部収益率は３～
６％に低下したとされ（注65）、投資拡大に
より地域の底上げを図ることは難しくなっ
た。
インフラ投資に依存しない民間投資による

新たな底上げ策が急務である。貴州省は涼し
い気象条件が評価され、データセンターの集
積地となり、2020年の都市人口が2,051万人
となり、2010年の1,174万人からほぼ倍増し
た。しかし、こうした成功体験が全ての人口
減少地域に適用出来るわけではない。中国に
限らず、民間投資を人口減少地域に誘導する
のは簡単ではない。
地域間格差は、中国全体の成長率が高く、

経済発展が遅れた地域でも高成長が期待出来
る時代には、それほど深刻な問題にならな
かった。しかし、中国全体の成長率が鈍化し、
遅れた地域が取り残される不安にかられる時
代には、従来と異なる意味を持つようになる。
地域間格差は民族や宗教などの問題と結びつ
きやすく、国内の分断や社会の不安定化を誘
発する要因になる。
第２は、次代を担う人的資本の不足である。
国際通貨基金（IMF）によれば、中国の2010

年代の全要素生産性（TFP）の年平均伸び率
はわずか0.7％と、2000年代の3.5％から大幅
に低下した（IMF［2022］）。TFPとは、資本
や労働といった生産要素の量的増加を除い
た、技術進歩や生産の効率化など質的な成長
要因を指す。生産年齢人口が増えない環境下
では、既存の生産年齢人口をいかに効率よく
活用するかがTFP引き上げの鍵となる。
しかし、中国では若年層の失業率が高止ま
りし、５人に１人が失業する状態が今後10年
間続くと見込まれる（三浦［2022b］）。生産
年齢人口の規模は定年延長によって維持出来
るが、次代を担うデジタル・ネイティブ世代
の失業がもたらす機会損失は大きい。物欲が
乏しく、競争、勤労、結婚、出産に消極的に
なる「横たわり」が若年層に広がっているに
もかかわらず、共産党がそれを軟弱化と決め
つけていることもこの問題を悪化させてい
る。
第３は、先行き不安の高まりを受けた個人
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消費の停滞である。習近平政権は、激化する
一方のアメリカとの対立、不動産バブル崩壊
に対する懸念の高まり、ゼロコロナ政策によ
る経済停滞など、着地点がみえない課題を抱
えた状態で経済を運営してきた。2023年早々、
ここに “中国がついに人口減少社会に転じた”
というニュースが加わり、先行き不安が一段
と強まるのは確実である。
国民の先行き不安は、既に過去に例をみな

い水準に高まっている。中国人民銀行の都市
預金者調査によれば、消費よりも貯蓄を優先
すると回答した人は2022年６月調査で58.3％
と過去最高水準に達した。貯蓄を増やし、身
構えるのは雇用環境の悪化を見込んでいるか
らである。同調査で、雇用環境が改善すると
回答した人の割合は2022年９月調査で9.7％
となり、こちらも調査開始以来はじめて10％
を下回った。
このふたつのデータが示すのは、国民の多

くが中国経済を取り巻く環境は厳しさを増す
と考え、習近平政権がそれを乗り切れるか否
かについて不安視しているということであ
る。2022年12月のゼロコロナ政策の見直しに
伴う行動規制の緩和は、短期的には感染者や
死亡者が増加するため、国民の先行き不安が
高まる危険性があるが、長期的には不安の解
消に寄与するであろう。しかし、中国がゼロ
コロナからウイズコロナに移行出来たとして
も、消費が経済をけん引する役割を果たすと
は考えにくい。

中国は、人口高齢化が進むなかでも消費性
向が低下している。高齢者は貯蓄の必要性が
低いため、人口高齢化は一般的に消費性向の
上昇に寄与する（内閣府［2011］）。しかし、
中国では、可処分所得に対する消費支出の割
合が2021年に63.9％と2010年の73.6％から
9.7％ポイントも低下した。中国は、人口高
齢化が進んでいるにもかかわらず消費性向が
上向かない異常な状態にある。将来不安を強
める家計には、貯蓄より消費を優先する理由
がない。
個人消費の停滞は中国経済を下押しする。
このことは、投資主導経済からの脱却が進ま
ない、つまり、消費に依存する安定的な経済
運営に移行出来ないことも意味する。習近平
政権は３期目を迎えるに当たり、人事で「習
派一色」を実現するなど、政治面では一強体
制をより強固なものにしたとされる。しかし、
政権に対する国民の支持に直結する成長の持
続可能性の維持という面で国民の期待に応え
ることが出来ておらず、かつてない厳しい立
場に置かれ、最も困難な５年間を迎えること
となる。

（注65） 「基礎設施：借REITs市場続写輝煌」中金公
司 .（https://research.cicc.com/frontend/recommend/
detail?id=3201、2022年12月５日アクセス）
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